
競輪第２号 平成20年5月25日（日） （1）広 報 K E I R I N

競輪第２号
（毎月1回発行）

発 　 　 行

財団法人 J K A
競輪広報グループ

東 京都千代田区

六番町４番地６

電　話 03（3239）9420

目　　次 

競輪・オートレースホームページ　http://www.keirin-autorace.or.jp

今月のトピックス
手島慶介が優勝　ふるさとダービー弥彦
武田豊樹が２連覇　全プロ記念SPR賞
平塚と立川で重勝式車券導入
チャリロト・セレクトで史上最高払戻金
伏見、長塚らが北京五輪自転車トラック代表
６月の競輪開催日程 ………………………………2
規程の改正 …………………………………………3
役員選任の認可 …………………………………24
競輪選手の登録事項の変更 ……………………29
競輪選手の登録消除 ……………………………29
競輪選手の特別昇班 ……………………………29
競輪選手の登録更新 ……………………………30
選手身体検査延期者の検査結果に対する
出場あっせん保留の解除 ………………………32

競輪選手の出場あっせん停止 …………………32
先頭誘導選手の認定・認定更新・認定抹消 …32
先頭誘導選手の認定取消 ………………………34
競輪審判員の登録消除 …………………………34
競輪審判員の登録事項の変更 …………………34
競輪検車員の認定取消 …………………………34
競輪自転車の登録消除 …………………………35
競輪自転車の所有者登録 ………………………35
平成20年５月競輪出場あっせん状況 …………37
平成20年５月開催出場あっせん概況表 ………37
平成20年５月開催競輪選手需給状況表 ………37
平成20年６月競輪出場あっせん計画 …………38
平成20年６月開催競輪選手需給計画表 ………38
登録・認定数等 …………………………………38
車券売上状況（４月分）…………………………39

ふるさとダービー弥彦で優勝し、賞金ボードを手に笑顔の手島慶介選手



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （3）広 報 K E I R I N（2） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

手島慶介が優勝　ふるさとダービー弥彦
ふるさとダービー弥彦（ＧⅡ）の決勝戦は4月22日、新潟県の
弥彦競輪場で行われ、手島慶介（群馬）が直線で抜け出して優
勝、賞金1540万円（副賞含む）を獲得した。手島のビッグレー
ス（ＧⅡ以上）制覇は、2006年のふるさとダービー防府に続い
て2回目。2着は平原康多（埼玉）、3着には有坂直樹（秋田）が
入った。

武田豊樹が２連覇　全プロ記念SPR賞
平成20年度全日本プロ選手権自転車競技大会記念競輪最終日
は５月10日、奈良市の奈良競輪場で行われ、11レースのスーパ
ープロピストレーサー賞は武田豊樹（茨城）が差し切って連覇
を達成、賞金300万円（副賞含む）を獲得した。2着は三宅伸
（岡山）、3着は平原康多（埼玉）。

平塚と立川で重勝式車券導入
平塚競輪と立川競輪が4月から、競輪界で初めての重勝式車券
を導入した。インターネット専用サイトのみ発売し、的中者が
出ない場合は払戻金が最高12億円までキャリーオーバーとなる。
200７年6月に自転車競技法が改正され、重勝式の発売が認めら
れた。
平塚競輪が始めた新車券は、後半7レースの1着をすべて当て
る7重勝単勝式。1口200円の「チャリロト」はコンピューターが
自動的に予想する。1口100円の「チャリロト・セレクト」は購
入者が自分で予想する方式。
立川競輪の「Kドリームス」は、最後の4レースの各1、2着の
組み合わせをコンピューターが予想する4重勝2連勝複式の「BIG
DREAM（ビッグドリーム）」（1口200円）、最後の5レースの1着
をすべて予想する5重勝単勝式の「K－5」（1口100円）,最後の3レ
ースの1着をすべて予想する3重勝単勝式の「Ｋ－3」（1口100円）
の3種類。

チャリロト・セレクトで史上最高払戻金
平塚競輪の「チャリロト・セレクト」で5月2日、キャリーオ
ーバ－によって1132万5820円の的中車券が2口出た。平成18年9月
21日の奈良競輪で出た476万700円（3連勝単式）の記録を上回る
史上最高の払戻金となった。

伏見、長塚らが北京五輪自転車トラック代表
北京五輪自転車競技トラックレースの日本代表8人が決まり、
日本自転車競技連盟が発表した。日本競輪選手会からは、アテ
ネ五輪男子チームスプリント銀メダルの伏見俊昭（福島）と長
塚智広（茨城）のほか、渡邉一成（福島）、永井清史（岐阜）、
北津留翼（福岡）。伏見は2大会連続、長塚は3大会連続の出場と
なる。

6 月　の　競　輪　開　催　日　程

今月のトピックス
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青　森〔5～7〕〔13～15〕（27～29）
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立　川（RF6～8）（20～22）
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千　葉（3～5）（17～19）
花月園（20～22）
川　崎〔ナ13～15〕
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伊　東（5/31～2）〔24～26〕
静　岡〔6～8〕（12～14）
豊　橋〔5～7〕（25～27）
一　宮（14～16）〔25～27〕
名古屋（7～9）（18～20）
岐　阜（11～13）
大　垣〔4～6〕（28～30）
松　阪〔18～20〕
四日市〔ナ12～14〕
富　山（7～9）（21～24）
福　井（6～8）〔18～20〕
大　津（5/31～3）
奈　良（10～12）（29～7/1）
向日町〔4～6〕（19～21）
和歌山（※12～14）

岸和田（17～19）〔24～26〕
玉　野〔5～7〕〔25～27〕
広　島（4～6）〔11～13〕（27～29）
防　府（19～21）
高　松（13～15）（20～22）
観音寺（12～14）
小松島（6～8）
高　知〔18～20〕
松　山（26～28）
小　倉〔ナ3～5〕
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武　雄（6～8）
佐世保（19～21）（26～28）
久留米〔18～20〕
熊　本（5～7）（14～17）

（注）１. 太字はG I、G IIIを表す。（太字の〔 〕はＦⅠを表す）
２. ※印は施設等改善競輪の実施を表し、�印は北京オリンピック日本代表選手応援協賛競輪の実施を表す。
３. 太字のナはナイター競輪を表す。
４. RFと表示した節は、レインボーカップファイナルステージの実施を表す。

◇ふるさとダービー弥彦（GII）決勝成績◇
＝4月22日弥彦11R・先頭固定競走2025m＝

▽決め手＝差し ▽2枠複�－� 3,880円
▽2車単�－� 15,010円
▽3連単��� 165,150円 312
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令選手名

１ � � 手島　慶介33 群馬 11秒4 ���
２ � � 平原　康多25 埼玉 1/2輪 ���
３ � � 有坂　直樹38 秋田 微差 ���
４ � � 小橋　秀幸29 青森 3/4輪 ���
５ � � 諸橋　　愛30 新潟 1/8輪 ���
6 � � 鈴木　　誠43 千葉 1/2身 ���
７ � � 山崎　芳仁28 福島 3/4輪 ���
8 � � 加倉　正義36 福岡 3/4身 ���
9 � � 小嶋　敬二38 石川 6身 ���

（写真提供　共同通信社）

1着でゴールする武田豊樹選手（1番車）

■平成20・03・28製第36号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

競輪に係る業務の方法に関する規程の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第14号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

規程の改正

現　　行 改　正　案

『競輪に係る業務の方法に関する規程』新旧対照表

〇競輪に係る業務の方法に関する規程

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第21号認可）
改正　平成１９年１２月２５日　平成19・12・20製第6号認可

目次
第２章　競輪審判員に関する業務
第３節　表彰

第１条　財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、
自転車競技法（以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基
づき、この規程を定める。
第５条　本財団は、様式第１による審判員登録の申請をした者につ
いて、審判員資格検定を行う。

第７条　審判員資格検定の検定課目は、身体検査、技能検定、学力
検定及び人物検定とする。
第１０条　学力検定は、次の各号に掲げる科目について筆記により
行う。
(1) 自転車競技法及び自転車競技法施行規則
(2) 競輪審判員、選手および自転車登録規則
(3) 自転車競走実施条例（例）
(4) 自転車競走実施規則（例）
(5) 自転車競走競技規則（例）
(6) 競輪に係る業務の方法に関する規程
(7) 審判の要領
(8) 自転車の構造及び機能に関する事項
(9) その他審判員として必要な事項
第１７条　前条に定める更新検定の検定課目は、身体検査及び技能
検定とする。
２ 身体検査は、別表第３の審判員更新検定身体検査合格基準で定
める検査項目について行う。
３ 技能検定は、反応時間検査について、別表第４の審判員更新検
定技能検定合格基準により行う。
第２４条　登録規則第１４条の規定による審判員の登録消除は、登
録消除審議委員会（以下「審議委員会」という。）の答申に基づ
き、これを行う。
第３６条　本財団は、登録規則第３条の規定による審判員の登録若

〇競輪に係る業務の方法に関する規程

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第21号認可）
改正　平成１９年１２月２５日　平成19・12・20製第6号認可
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第36号認可

目次
第２章　競輪審判員に関する業務
第３節　削除

第１条　財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競
技法（以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基づき、こ
の規程を定める。
第５条　同左

２ 本財団は、審判員資格検定を行う場合は、次の各号に掲げる事
項を記載した実施要綱を定め、これを審判員資格検定実施の日の
１月前までに、本財団の発行する会報及びホームページに掲載す
る。
(1) 受検資格
(2) 登録申請の手続
(3) 資格検定の科目
(4) 資格検定の実施日時及び場所
(5) 合格者の発表の期日及び方法

第７条　審判員資格検定の検定科目は、身体検査、技能検定、学力
検定及び人物検定とする。
第１０条　同左

(1) 同左
(2) 同左
(3) 同左
(4) 同左
(5) 同左
(6) 同左
(7) 競輪の審判の要領
(8) 同左
(9) 同左

第１７条　前条に定める更新検定の検定科目は、身体検査及び技能
検定とする。
２　同左

３　同左

第２４条　登録規則第１４条の規定による審判員の登録消除は、競
輪登録消除審議委員会（以下「審議委員会」という。）の答申に
基づき、これを行う。
第３６条　本財団は、登録規則第３条の規定による審判員の登録若
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現　　行 改　正　案

しくは消除又は記載事項の変更をしたときは、その旨を本財団の
発行する会報に掲載する。
第３節　表彰
第４２条　本財団は、次の各号のいずれかに該当する審判員を表彰
する。
(1)  審判業務に関し、著しい業績があったと認めた者
(2) 永年審判業務に従事し、成績優秀にして他の模範とするに足
ると認めた者

(3)  審判業務に関し、有益な考案又は改良をしたと認めた者
(4)  その他著しい善行があり、表彰するに足ると認めた者
第４３条　表彰の方法は、次のとおりとする。
(1)  賞状
(2)  賞品又は賞金
第４７条　本財団は、次の各号のいずれかに該当する審判員以外の
開催執務員を表彰する。
(1)  開催業務に関し、著しい業績があったと認めた者
(2) 永年開催業務に従事し、執務成績優秀にして他の模範とする
に足ると認めた者

(3)  開催業務に関し、有益な考案又は改良をしたと認めた者
(4)  その他著しい善行があり、表彰するに足ると認めた者
第４８条　表彰の方法は、次のとおりとする。
(1)  賞状
(2)  賞品又は賞金
第５１条　本財団は、毎年日本競輪学校の生徒を募集する。
２ 本財団は、前項の募集を行う場合は、次の各号に掲げる事項を
記載した日本競輪学校生徒募集要項を定め、これを入学試験開始
の日の１月前までに、本財団の発行する会報に掲載する。

(1) 応募者の資格
(2) 募集人員
(3) 応募の手続
(4)   入学試験の科目及び方法
(5) 入学試験の実施日時及び場所
(6) 合格者の発表の期日及び方法
３ 第１項の募集に関する事務は、競技実施法人に委託することが
できる。

第５８条　一般試験の種目は、身体検査及び人物考査並びに技能試
験又は適性試験とする。
２ 前項の試験種目のうち、技能試験及び適性試験については、受
験者があらかじめ選択するものとする。この場合において、入学
願書を受理した後における試験種目の選択の変更はできないもの
とする。
第５９条　特別試験の種目は、身体検査及び人物考査とする。
第７４条　本財団は、様式第７による選手登録の申請をした者につ
いて、選手資格検定を行う。

第７６条　第７４条に定める選手資格検定の種目は、身体検査、学
力検定、技能検定及び人物検定とする。
２ 身体検査は、別表第１の身体検査合格基準で定める検査項目に
ついて行う。
３　学力検定は、次の各号に掲げる科目について筆記により行う。
(1) 自転車競技法及び自転車競技法施行規則
(2) 競輪審判員、選手および自転車登録規則
(3) 自転車競走実施規則（例）
(4) 自転車競走競技規則（例）
(5) 競輪に係る業務の方法に関する規程
(6) 自転車の構造及び機能に関する理論
(7) スポーツに関する医学的知識
(8) 一般教養
４　技能検定は、次の各号に掲げる科目について行う。

しくは消除又は記載事項の変更をしたときは、その旨を本財団の
発行する会報及びホームページに掲載する。
第３節　削除
第４２条　削除

第４３条　削除

第４７条　削除

第４８条　削除

第５１条　同左
２ 本財団は、前項の募集を行う場合は、次の各号に掲げる事項を
記載した日本競輪学校生徒募集要項を定め、これを入学試験開始
の日の１月前までに、本財団の発行する会報及びホームページに
掲載する。
(1) 同左
(2) 同左
(3) 同左
(4) 同左
(5) 同左
(6) 同左
３ 同左

第５８条　一般試験の科目は、身体検査及び人物考査並びに技能試
験又は適性試験とする。
２ 前項の試験科目のうち、技能試験及び適性試験については、受
験者があらかじめ選択するものとする。この場合において、入学
願書を受理した後における試験科目の選択の変更はできないもの
とする。
第５９条　特別試験の科目は、身体検査及び人物考査とする。
第７４条　同左

２ 本財団は、選手資格検定を行う場合は、次の各号に掲げる事項
を記載した実施要綱を定め、これを選手資格検定実施の日の１月
前までに、本財団の発行する会報及びホームページに掲載する。
(1) 受検資格
(2) 登録申請の手続
(3) 資格検定の科目
(4) 資格検定の実施日時及び場所
(5) 合格者の発表の期日及び方法
第７６条　第７４条に定める選手資格検定の科目は、身体検査、学
力検定、技能検定及び人物検定とする。
２　同左

３　同左　

４　同左

現　　行 改　正　案

(1) 自転車による1,000メートル独走の走行時間
(2) 自転車による400メートル助走後における200メートル独走の走行時間
(3) 走行技能
(4) 自転車の整備技能
５　人物検定は、競輪選手としての適格性の有無について行う。
第７７条　選手資格検定の合格基準は、次の各号で定めるとおりとする。

(1) 身体検査は、別表第１の身体検査合格基準に適合していること。

(2) 学力検定は、各科目６０点（１００点満点）以上の成績であること。
(3) 技能検定
ア　走行能力
(ア) 1,000メートルの走行時間が１分20秒以内であること。
(イ) 400メートル助走後における200メートルの走行時間が13.3
秒以内であること。

イ 走行技能は、公正安全な競走を行うに適当と認められる技能
を有すること。
ウ 自転車の整備技能は、一定時間内に正確、かつ、完全に自転
車を分解して組立てを行うことのできる技能を有すること。

第８７条　本財団は、前条により審議委員会に付議するに当たり、
登録消除の事由の有無に関し、専門的知識と判断が必要であると
認めるときは、あらかじめ選手資格審査会において審査させる。

第８９条　第２６条から第３０条までの規定は、選手の登録の消除
について準用し、第３０条から第３３条までの規定は、選手の登
録の消除に対する異議申立てについて準用する。この場合におい
て、第２６条及び第２７条中「第２２条」とあるのは「第８３条
第１項」と、第２９条及び第３１条第１項中「登録規則第１４条」
とあるのは「登録規則第２１条」と読み替えるものとする。

第９１条　本財団は、登録規則第３条の規定による選手の登録若し
くは消除又は記載事項の変更をしたときは、その旨を本財団の発
行する会報に掲載する。
第１１６条　本財団は、登録規則第３条の規定による自転車の登録
若しくは消除又は記載事項の変更をしたときは、その旨を本財団
の発行する会報に掲載する。
第１３７条　第１３５条の規定による選手の出場あっせんの停止
は、あっせん規制委員会の答申に基づき、これを行う。

第１４１条　第２７条、第２９条及び第３０条の規定は、第１３５
条の規定による出場あっせんの停止について準用する。この場合
において、第２７条中「第２２条」とあるのは「第１３５条」と、
第２９条中「登録規則第１４条」とあるのは「第１３５条」と読
み替えるものとする。

第１４４条　第１４２条の規定による処置の適用は、選手出場あっ
せんをしない処置委員会（以下「あっせんをしない処置委員会」
という。）の答申に基づき、これを行う。
第１４５条　あっせんをしない処置委員会は、委員長及び委員８人
で組織する。
２　委員は、次の各号に掲げる者とする。
(1) 本財団の役職員　２人
(2) 全輪協が推薦する者　２人
(3) 競技実施法人が推薦する者　２人
(4) 日競選が推薦する者　２人
３　委員は、本財団の会長が委嘱する。
４　委員長は、本財団の業務部担当理事をもって、これに充てる。
５　委員長は、会務を総理する。
６ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員
が、その職務を代理する。
７ あっせんをしない処置委員会の審議に関し必要な事項は、別に
定める。

５　同左
第７７条　同左

(1) 同左

(2) 同左
(3) 同左
ア　同左
(ア) 1,000メートルの走行時間が１分15秒以内であること。
(イ) 400メートル助走後における200メートルの走行時間が12.8
秒以内であること。

イ　同左

ウ　同左

第８７条　本財団は、前条により審議委員会に付議するに当たり、
登録消除の事由の有無に関し、専門的知識と判断が必要であると
認めるときは、あらかじめ競輪選手資格審査会（以下「選手資格
審査会」という。）において審査させる。
第８９条　第２６条から第３０条までの規定は、選手の登録の消除
について準用し、第３０条から第３３条までの規定は、選手の登
録の消除に対する異議申立てについて準用する。この場合におい
て、第２６条、第２７条、第２８条第１項、第２９条及び第３１
条第１項中「審判員」とあるのは「選手」と、第２６条及び第２
７条中「第２２条」とあるのは「第８３条第１項」と、第２９条
及び第３１条第１項中「登録規則第１４条」とあるのは「登録規
則第２１条」と読み替えるものとする。
第９１条　本財団は、登録規則第３条の規定による選手の登録若し
くは消除又は記載事項の変更をしたときは、その旨を本財団の発
行する会報及びホームページに掲載する。
第１１６条　本財団は、登録規則第３条の規定による自転車の登録
若しくは消除又は記載事項の変更をしたときは、その旨を本財団
の発行する会報及びホームページに掲載する。
第１３７条　第１３５条の規定による選手の出場あっせんの停止
は、競輪選手あっせん規制委員会（以下「あっせん規制委員会」
という。）の答申に基づき、これを行う。
第１４１条　第２７条、第２９条及び第３０条の規定は、第１３５
条の規定による出場あっせんの停止について準用する。この場合
において、第２７条及び第２９条中「審判員」とあるのは「選手」
と、第２７条中「第２２条」とあるのは「第１３５条」と、第２
９条中「登録規則第１４条」とあるのは「第１３５条」と読み替
えるものとする。
第１４４条　第１４２条の規定による処置の適用は、競輪選手出場
あっせんをしない処置委員会（以下「あっせんをしない処置委員
会」という。）の答申に基づき、これを行う。
第１４５条　同左

２　同左

３　同左
４　委員長は、本財団の担当理事をもって、これに充てる。
５　同左
６　同左

７　同左

附　則
１　この規程は、平成２０年４月１日から施行する。
２ この規程の改正前に交付され又は作成された書面は、この規程
の改正後に交付され又は作成された書面とみなす。



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （7）広 報 K E I R I N（6） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （9）広 報 K E I R I N（8） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （11）広 報 K E I R I N（10） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

〇選手管理の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第22号認可）

財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、自転
車競技法（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施
行規則第４０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６条
第１項の規定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以
下「競技実施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行う
競輪の実施に関する事務のうち、選手管理の要領をここに定める。

第８章　付帯する業務
１　本財団に対する報告
次の事項については、できるだけ当該事実のあった日に、報告書を
作成して本財団に報告する。
(１) 競輪事故が発生したとき

事故発生年月日、競輪名称、事故の原因、経過、措置及び
観客の動向等必要な事項を記載した競輪事故報告書

(２) 制裁審議会が開催されたとき
制裁審議会議事録を添付した制裁審議会結果報告書（様式第５）

(３) 選手に係る不適正な行為等が発生したとき
本財団の定める選手管理状況報告書

(４) その他の報告
その他、選手管理業務に関し、報告することが必要と思われ

る事項については、その内容を記載した報告書
２　制裁審議会に関する事務

制裁審議会が開かれたときは、必要な書類の作成等これに関す
る事務を行う。
３　選手に対する参加旅費の支給

〇競輪の選手管理の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第22号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第38号認可

財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競技法
（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施行規則第４
０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６条第１項の規
定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以下「競技実
施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行う競輪の実施
に関する事務のうち、選手管理の要領をここに定める。

第８章　付帯する業務
１　同左

２　同左

（削る）

■平成20・03・28製第38号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

選手管理の要領の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第15号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『選手管理の要領』新旧対照表



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （13）広 報 K E I R I N（12） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

選手に対する参加旅費は、本財団の定める「参加旅費規程」に
基づいて計算して支給する。
４ 登録選手手帳及び選手健康手帳の記入、災害補償その他出場選
手に関する事務
登録選手手帳及び選手健康手帳の記入、災害補償及び褒賞の申

請手続その他出場選手に関する事務を行う。
５　管理関係諸設備の保全

競輪場における選手控室、選手観覧席、医務室及び各部門との
連絡施設その他宿舎等の管理関係諸設備を点検し、競輪の開催に
支障のないよう保全する。
６　管理関係諸器材の整備及び保管

選手に貸与する競走用ユニフォーム、ヘルメット覆い、整理番
号票（練習用ゼッケン番号等）、参加章及び選手の救護用具並び
に娯楽用具その他管理関係諸器材の整備及び保管を行う。

３　同左

４　同左

５　同左

附　則
この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

現　　行 改　正　案

〇自転車の検査の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第23号認可）

財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、自転
車競技法（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施
行規則第４０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６条
第１項の規定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以
下「競技実施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行う
競輪の実施に関する事務のうち、競輪に使用する自転車の検査の要
領をここに定める。

〇自転車の検査の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第23号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第39号認可

財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競技法
（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施行規則第４
０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６条第１項の規
定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以下「競技実
施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行う競輪の実施
に関する事務のうち、競輪に使用する自転車の検査の要領をここに
定める。

附　則
この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

■平成20・03・28製第39号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

自転車の検査の要領の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第16号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『自転車の検査の要領』新旧対照表



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （15）広 報 K E I R I N（14） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

○番組編成の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第24号認可）
改正　平成１９年１２月２５日　平成19・12・20製第5号認可

財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、自転
車競技法（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施
行規則第４０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６条
第１項の規定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以
下「競技実施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行う
競輪の実施に関する事務のうち、番組編成の要領をここに定める。

第４章　番組編成の執務の方法
第１節　番組編成に係る準備業務

１　出場あっせん選手に関する検討及び措置
本財団から、出場あっせん選手の通知があったときは、出場あ

っせん選手一覧表（様式第３）に基づき、出場あっせん選手の中
に、あっせん辞退選手、当該競輪場における前開催との連続出場
選手、同一級又は班別の親族選手等の有無及び同一都道府県選手
の制限数について検討し、該当選手があったときは、速やかに本
財団に対して当該選手のあっせん取消及びこれを補充する選手の
追加あっせんを依頼する。
また、本財団の「競輪に係る業務の方法に関する規程」第１４

７条第５号、第６号に該当する選手があったときも、同様に措置
するものとする。
７　先頭員の選任及び報告

先頭誘導選手（以下「先頭員」という。）の選任及び報告は、
以下のとおり行う。
(１) 先頭員を使用しようとするときは、原則として担任都道府県
内の先頭員に開催初日の概ね２週間前に連絡し、当該開催に
先頭員として出場できるか否かの状態と、出場意志の有無を
把握する。

(２) 前号の結果に基づいて使用予定選手を決定し、開催初日の概
ね１０日前にその選手名と使用期間を本財団へ通報するとと
もに、当該先頭員に対し参加通知を行う。

(３) 使用を予定した先頭員が事故のため所要人員に不足を生じた
ときは、他の先頭員をもって補充し、補充選手名とその使用
期間を遅滞なく本財団へ通報する。

(４) 前号の補充ができない場合は、他府県選手で先頭員として認
定された選手をもって補充する。

第２節　番組編成に係る前検日の業務
６　節の第１日の番組編成
(２) 出場選手の競走別の割り振り

番組編成委員は、競走種目群ごとの出場選手を、級班にかか

○競輪の番組編成の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第24号認可）
改正　平成１９年１２月２５日　平成19・12・20製第5号認可
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第40号認可

財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競技法
（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施行規則第４
０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程（以下「業務規程」と
いう。）第１５６条第１項の規定に基づき、法第３８条第１項の指
定を受けた法人（以下「競技実施法人」という。）が競輪施行者か
ら委託を受けて行う競輪の実施に関する事務のうち、番組編成の要
領をここに定める。

第４章　番組編成の執務の方法
第１節　番組編成に係る準備業務

１　出場あっせん選手に関する検討及び措置
本財団から、出場あっせん選手の通知があったときは、出場あ

っせん選手一覧表（様式第３）に基づき、出場あっせん選手の中
に、あっせん辞退選手、当該競輪場における前開催との連続出場
選手、同一級又は班別の親族選手等の有無及び同一都道府県選手
の制限数について検討し、該当選手があったときは、速やかに本
財団に対して当該選手のあっせん取消及びこれを補充する選手の
追加あっせんを依頼する。
また、業務規程第１４７条第５号、第６号に該当する選手があ

ったときも、同様に措置するものとする。

７　先頭員の選任及び報告
先頭誘導選手（以下「先頭員」という。）の選任及び報告は、

以下のとおり行う。
(１) 同左

(２) 同左

(３) 同左

(４) 同左

(５) 業務規程に基づく出場あっせん保留、出場あっせん停止及び
出場あっせんをしない処置の適用を受けた者については、先
頭員として認定されている場合であっても、当該処分適用期
間においては先頭員として使用しない。

第２節　番組編成に係る前検日の業務
６　節の第１日の番組編成
(２) 出場選手の競走別の割り振り
番組編成委員は、競走種目群ごとの出場選手を、選手の脚力、脚

■平成20・03・28製第40号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

番組編成の要領の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第17号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『番組編成の要領』新旧対照表

現　　行 改　正

わらず、選手の脚力、脚質、地区バランス等を勘案して、競走ごと
に割り振り、出場選手の競走番号を決定する。

質、地区バランス等を勘案して、競走ごとに割り振り、出場選手の
競走番号を決定する。

附　則
この要領は、平成２０年４月１日から施行する。



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （17）広 報 K E I R I N（16） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

〇審判の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第25号認可）

財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、自
転車競技法（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法
施行規則第４０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６
条第１項の規定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人
（以下「競技実施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行
う競輪の実施に関する事務のうち、審判の要領をここに定める。

〇競輪の審判の要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第25号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第41号認可

財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競技法
（以下「法」という。）第２６条第１項、自転車競技法施行規則第４
０条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１５６条第１項の規
定に基づき、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以下「競技実
施法人」という。）が競輪施行者から委託を受けて行う競輪の実施
に関する事務のうち、審判の要領をここに定める。

附　則
この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

■平成20・03・28製第41号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

審判の要領の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第18号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『審判の要領』新旧対照表

現　　行 改　正　案

○競輪情報処理システムを使用して処理する場合における競技関係
事務要領に基づく事務の取扱いの特例に関する要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第26号認可）

１ 財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、自
転車競技法第２６条第１項、自転車競技法施行規則第４０条及び
競輪に係る業務方法に関する規程第１５６条第２項の規定に基づ
き、法第３８条第１項の指定を受けた法人（以下「競技実施法人」
という。）が、競輪施行者から委託を受けて行う競輪の実施に関
する事務を競輪情報システムを使用して処理する場合における選
手管理の要領、番組編成の要領、自転車の検査の要領及び審判の
要領（以下「競技関係事務要領」という。）に基づく事務の取扱
いの特例に関する要領をここに定める。

○競輪情報処理システムを使用して処理する場合における競技関係
事務要領に基づく事務の取扱いの特例に関する要領

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第26号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第42号認可

１ 財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競技法
第２６条第１項、自転車競技法施行規則第４０条及び競輪に係る
業務方法に関する規程第１５６条第２項の規定に基づき、法第３
８条第１項の指定を受けた法人（以下「競技実施法人」という。）
が、競輪施行者から委託を受けて行う競輪の実施に関する事務を
競輪情報システムを使用して処理する場合における競輪の選手管
理の要領、競輪の番組編成の要領、自転車の検査の要領及び競輪
の審判の要領（以下「競技関係事務要領」という。）に基づく事
務の取扱いの特例に関する要領をここに定める。

附　則
この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

■平成20・03・28製第42号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

競輪情報処理システムを使用して処理する場合における競技関係事務要領に基づく事務の取扱いの特例に関する要領の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第19号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『競輪情報処理システムを使用して処理する場合における競技関係事務要領に基づく事務の取扱いの特例に関する要領』新旧対照表

現　　行 改　正　案

○競走車安全基準

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第27号認可）

財団法人日本自転車振興会は、自転車競技法第２６条第１項、自
転車競技法施行規則第４０条、競輪審判員、選手および自転車登録
規則第２８条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１０４条第
３項の規定に基づき、競輪の公正安全を確保するため、競輪に使用

○競走車安全基準

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第27号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・28製第43号認可

財団法人ＪＫＡは、自転車競技法第２６条第１項、自転車競技法
施行規則第４０条、競輪審判員、選手および自転車登録規則第２８
条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１０４条第３項の規定
に基づき、競輪の公正安全を確保するため、競輪に使用する自転車

■平成20・03・28製第43号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

競走車安全基準の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第20号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『競走車安全基準』新旧対照表



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （19）広 報 K E I R I N（18） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

する自転車の基準(NIPPON JITENSHA SHINKOKAI STANDARD－
略号 NJSS)をここに定める。

１　適用範囲
この基準は、単式（１人乗り）競走車について規定する。

２　構成及び部品
（１）単式（１人乗り）競走車は、下表及び図１に示す財団法人
日本自転車振興会が認定する部品で構成されたものとする。

（２）前号における部品の認定に関し必要な事項は、別に定める。

の基準(NJSS)をここに定める。

１　適用範囲
この基準は、単式（１人乗り）競走車について規定する。

２　構成及び部品
（１）単式（１人乗り）競走車は、下表及び図１に示す財団法人
ＪＫＡが認定する部品で構成されたものとする。

（２）前号における部品の認定に関し必要な事項は、別に定める。

附　則
この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

現　　行 改　正　案

○北京オリンピック夏季競技大会協賛のための競輪で使用する先頭
誘導選手の自転車に関する競走車安全基準の特例に関する基準

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第29号認可）

財団法人日本自転車振興会は、自転車競技法第２６条第１項、自
転車競技法施行規則第４０条、競輪審判員、選手および自転車登録
規則第２８条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１０４条第
３項の規定に基づき、北京オリンピック夏季競技大会協賛のための
競輪（以下「協賛競輪」という。）で使用する先頭誘導選手（以下
「先頭員」という。）の自転車に関する競走車安全基準の特例に関す
る基準をここに定める。

○北京オリンピック夏季競技大会協賛のための競輪で使用する先頭
誘導選手の自転車に関する競走車安全基準の特例に関する基準

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第29号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第44号認可

財団法人ＪＫＡは、自転車競技法第２６条第１項、自転車競技法
施行規則第４０条、競輪審判員、選手および自転車登録規則第２８
条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１０４条第３項の規定
に基づき、北京オリンピック夏季競技大会協賛のための競輪（以下
「協賛競輪」という。）で使用する先頭誘導選手（以下「先頭員」と
いう。）の自転車に関する競走車安全基準の特例に関する基準をこ
こに定める。

附　則
この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

■平成20・03・28製第44号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

北京オリンピック夏季競技大会協賛のための競輪で使用する先頭誘導選手の自転車に関する

競走車安全基準の特例に関する基準の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第21号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『北京オリンピック夏季競技大会協賛のための競輪で使用する先頭誘導選手の自転車に関する

競走車安全基準の特例に関する基準』新旧対照表

現　　行 改　正　案

○特別競輪等で使用する先頭誘導選手の自転車に関する競走車安全
基準の特例に関する基準

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第28号認可）

財団法人日本自転車振興会は、自転車競技法第２６条第１項、自
転車競技法施行規則第４０条、競輪審判員、選手および自転車登録
規則第２８条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１０４条第
３項の規定に基づき、競輪グランプリ、ヤンググランプリ、競輪祭
朝日新聞社杯争奪競輪王決定戦、日本選手権競輪、高松宮記念杯競
輪、 仁親王牌・世界選手権記念トーナメント、オールスター競輪、
読売新聞社杯全日本選抜競輪、東西王座戦、ふるさとダービー、サ
マーナイトフェスティバル及び共同通信社杯（以下「特別競輪等」
という。）で使用する先頭誘導選手（以下「先頭員」という。）の自
転車に関する競走車安全基準の特例に関する基準をここに定める。

、 寛 

○特別競輪等で使用する先頭誘導選手の自転車に関する競走車安全
基準の特例に関する基準

（平成１９年１０月１日　平成19・10・01製第28号認可）
改正　平成２０年３月３１日　平成20・03・31製第45号認可

財団法人ＪＫＡは、自転車競技法第２６条第１項、自転車競技法
施行規則第４０条、競輪審判員、選手および自転車登録規則第２８
条及び競輪に係る業務の方法に関する規程第１０４条第３項の規定
に基づき、競輪グランプリ、ヤンググランプリ、競輪祭朝日新聞社
杯争奪競輪王決定戦、日本選手権競輪、高松宮記念杯競輪、 仁親
王牌・世界選手権記念トーナメント、オールスター競輪、読売新聞
社杯全日本選抜競輪、東西王座戦、ふるさとダービー、サマーナイ
トフェスティバル及び共同通信社杯（以下「特別競輪等」という。）
で使用する先頭誘導選手（以下「先頭員」という。）の自転車に関
する競走車安全基準の特例に関する基準をここに定める。

附　則
この基準は、平成２０年４月１日から施行する。

、 寛 

■平成20・03・28製第45号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

特別競輪等で使用する先頭誘導選手の自転車に関する競走車安全基準の特例に関する基準の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振企第22号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第1項の規定に基

づき、認可します。

『特別競輪等で使用する先頭誘導選手の自転車に関する競走車安全基準の特例に関する基準』新旧対照表

現　　行 改　正　案

（目的）
第１条　この規程は、自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号。
以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基づき、財団法人
日本自転車振興会（以下「本財団」という。）が実施する法第２
４条第５号に規定する業務の方法について基本的な事項を定め、
もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。

（目的）
第１条　この規程は、自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号。
以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基づき、財団法人
ＪＫＡ（以下「本財団」という。）が実施する法第２４条第５号
に規定する業務の方法について基本的な事項を定め、もってその
業務の適正な運営に資することを目的とする。

■平成20・03・28製第46号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振総第132号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第2項の規定に

基づき、認可します。

『自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程』一部改正新旧対照表（案）



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （21）広 報 K E I R I N（20） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

（補助金交付の要望）
第５条　補助金の交付を受けようとする者は、様式第１の補助金交
付要望書（以下「要望書」という。）を、本財団が第３３条の規
定により行う公示に従い、その定める期限までに提出しなければ
ならない。
２ 補助金の交付を受けようとする者が、日本小型自動車振興会
（以下「日動振」という。）の小型自動車等機械工業振興事業に関
する補助事業の選定の基準および補助の方法に関する規程（昭和
３８年１月１２日３７重第１０４３８号認可）第３０条の規定に
より行う公示に従い、日動振あて提出した補助金交付要望書は、
同時に本財団あて提出されたものとみなす。
３ 体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うた
めの業務方法に関する規程（平成１９年１０月１日平成１９・１
０・０１製第６号認可）第６条に基づく審査の結果、同規程第５
条第１項に定める要望書に記載されている事業の一部又は全部
が、この規程の第３３条の規定により公示された補助方針に適合
し、かつ、本財団が必要と認めるときは、当該事業の一部又は全
部に関する要望書が第１項の規定に従い提出されたものとみなす
ことができる。

（補助事業の計画の変更等）
第１６条　補助事業者は、補助事業の計画及び方法を変更しようと
する場合は、あらかじめ変更の理由、内容及び変更に係る事業の
収支予算を記載した様式第８の申請書を本財団に提出し、承認を
得なければならない。
２ 本財団は、前項の申請を認めようとする場合は、補助細則に定
めるものを除き、あらかじめ経済産業大臣の承認を受けるものと
する。

（補助金交付の要望）
第５条　同　　　左

２ 補助金の交付を受けようとする者が、小型自動車等機械工業振
興事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規
程（平成２０年４月１日平成２０・０４・０１製第２０号認可）
に基づき提出した要望書は、同時にこの規程に基づき提出された
ものとみなす。

３ 補助金の交付を受けようとする者が、競輪公益資金による体育
事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための業
務方法に関する規程（平成１９年１０月１日平成１９・１０・０
１製第６号認可）又はオートレース公益資金による体育事業その
他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための業務方法に
関する規程（平成２０年４月１日平成２０・０４・０１製第２３
号認可）に基づき提出した要望書について、それぞれの規程に基
づく審査の結果、記載されている事業の一部又は全部が、この規
程の第３３条の規定により公示された補助方針に適合し、かつ、
本財団が必要と認めるときは、当該事業の一部又は全部に関する
要望書が第１項の規定に従い提出されたものとみなすことができ
る。

（補助事業の計画の変更等）
第１６条　同　　　左

２ 本財団は、前項の承認を行ったときは、その旨を経済産業大臣
に報告するものとする。

現　　行 改　正　案

（総則）
第１条　財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、
自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号）第２４条第５号の規
定に基づき自転車その他の機械に関する事業の振興のため事業の
補助を行うに当たっては、自転車等機械工業振興事業に関する補
助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程（平成１９年１
０月１日平成１９・１０・０１製第４号認可。以下「機振規程」
という。）によるほか、この細則によるものとする。

（審査）
第２条　機振規程第６条及び第１０条の審査は、毎年度定める補助
方針及び審査基準によるものとする。
２ 前項の補助方針は、あらかじめ機械工業振興補助事業審査・評

（総則）
第１条　財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競
技法（昭和２３年法律第２０９号）第２４条第５号の規定に基づ
き自転車その他の機械に関する事業の振興のため事業の補助を行
うに当たっては、自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の
選定の基準及び補助の方法に関する規程（平成１９年１０月１日
平成１９・１０・０１製第４号認可。以下「機振規程」という。）
によるほか、この細則によるものとする。

（審査）
第２条　同　　　左

２ 前項の補助方針は、あらかじめ機械振興補助事業審査・評価委

■平成20・03・28製第47号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

自転車等機械工業振興事業に関する補助細則の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振総第133号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第2項の規定に

基づき、認可します。

『自転車等機械工業振興事業に関する補助細則』一部改正新旧対照表（案）

現　　行 改　正　案

価委員会の意見を聴いた上で定めるものとする。

（計画変更の承認に当たり大臣承認を必要としない事項）
第９条　本財団が機振規程第１６条第２項の規定に基づき変更の申
請を認めるに当たり、経済産業大臣の承認を必要としないものは、
次の各号に掲げる事項とする。
(1) 変更の内容が事業の完了時期の延長であって、その延長期間が
当初の完了時期から起算して６月以内のものであるもの

(2) 変更の内容が補助目的及び事業計画を実質的に変えないもので
あるもの

（名称等の変更の届出）
第１０条　補助事業者が名称、法人格及び主たる事務所の住所を変
更した場合は、遅滞なく本財団に届け出なければならない。

員会の意見を聴いた上で定めるものとする。

（削る）

（名称等の変更の届出）
第９条　補助事業者が名称、法人格及び主たる事務所の住所を変更
した場合は、遅滞なく本財団に届け出なければならない。

現　　行 改　正　案

体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための
業務方法に関する規程

（目的）
第１条　この規程は、自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号。
以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基づき、財団法人
日本自転車振興会（以下「本財団」という。）が実施する法第２
４条第６号に規定する業務の方法について基本的な事項を定め、
もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。

（業務の運営）
第２条　本財団は、体育事業その他の公益の増進を目的とする事業
の振興のため、補助事業（本財団が交付する補助金の対象となる
事業をいう。以下同じ。）の運営に当たっては、法及び自転車競
技法施行規則（平成１４年経済産業省令第９７号）並びにこの規
程に定めるところに従い、適正かつ効率的に行うものとする。

（補助金交付の要望）
第５条　補助金の交付を受けようとする者は、様式第１の補助金交
付要望書（以下「要望書」という。）を、本財団が第３３条の規
定により行う公示に従い、その定める期限までに提出しなければ
ならない。
２ 補助金の交付を受けようとする者が、日本小型自動車振興会
（以下「日動振」という。）の体育事業その他の公益の増進を目的
とする事業の補助を行なうための業務方法に関する規程（昭和３
８年１月１２日３７重第１０４３８号認可）第３０条の規定によ
り行う公示に従い、日動振あて提出した補助金交付要望書は、同

競輪公益資金による体育事業その他の公益の増進を目的とする事業
の補助を行うための業務方法に関する規程

（目的）
第１条　この規程は、自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号。
以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基づき、財団法人
ＪＫＡ（以下「本財団」という。）が実施する法第２４条第６号
に規定する業務の方法について基本的な事項を定め、もってその
業務の適正な運営に資することを目的とする。

（業務の運営）
第２条　本財団は、体育事業その他の公益の増進を目的とする事業
の振興のため、競輪公益資金（法第１６条第２号の規定により本
財団に交付される交付金をいう。）による補助事業（本財団が交
付する補助金の対象となる事業をいう。以下同じ。）の運営に当
たっては、法及び自転車競技法施行規則（平成１４年経済産業省
令第９７号）並びにこの規程に定めるところに従い、適正かつ効
率的に行うものとする。

（補助金交付の要望）
第５条　同　　　左

２ 補助金の交付を受けようとする者が、オートレース公益資金に
よる体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行う
ための業務方法に関する規程（平成２０年４月１日平成２０・０
４・０１製第２３号認可）に基づき提出した要望書は、同時にこ
の規程に基づき提出されたものとみなす。

■平成20・03・28製第48号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための業務方法に関する規程の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振総第134号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第2項の規定に

基づき、認可します。

『体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための業務方法に関する規程』一部改正新旧対照表（案）



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （23）広 報 K E I R I N（22） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

現　　行 改　正　案

時に本財団あて提出されたものとみなす。
３ 自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の選定の基準及び
補助の方法に関する規程（平成１９年１０月１日平成１９・１
０・０１製第４号認可）第６条に基づく審査の結果、同規程第５
条第１項に定める要望書に記載されている事業の一部又は全部
が、この規程の第３３条の規定により公示された補助方針に適合
し、かつ、本財団が必要と認めるときは、当該事業の一部又は全
部に関する要望書が第１項の規定に従い提出されたものとみなす
ことができる。

（事業計画及び収支予算の作成）
第７条　本財団は、前条の審査の結果に基づき、体育事業その他の
公益の増進を目的とする事業の補助に関する事業計画及び収支予
算を作成し、法第２７条第１項の規定に基づき、遅滞なく、経済
産業大臣に認可を申請するものとする。
２ 前項の事業計画は、あらかじめ公益事業振興補助事業審査・評
価委員会の意見を聴いた上で作成する。

（補助金の目的外使用禁止及び経理区分）
第１４条　補助事業者は、補助金を補助事業以外の用途に使用して
はならない。
２ 補助事業者は、補助事業に関する経理については、他の経理と
区分し、所要の帳簿類を備え、経済産業大臣の認可を受けて別に
定める体育事業その他の公益の増進を目的とする事業に関する補
助細則（以下「補助細則」という。）により処理しなければなら
ない。

（補助事業の計画の変更等）
第１６条　補助事業者は、補助事業の計画及び方法を変更しようと
する場合は、あらかじめ変更の理由、内容及び変更に係る事業の
収支予算を記載した様式第８の申請書を本財団に提出し、承認を
得なければならない。
２ 本財団は、前項の申請を認めようとする場合は、補助細則に定
めるものを除き、あらかじめ経済産業大臣の承認を受けるものと
する。

３ 補助金の交付を受けようとする者が、自転車等機械工業振興事
業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程
（平成１９年１０月１日平成１９・１０・０１製第４号認可）又
は小型自動車等機械工業振興事業に関する補助事業の選定の基準
及び補助の方法に関する規程（平成２０年４月１日平成２０・０
４・０１製第２０号認可）に基づき提出した要望書について、そ
れぞれの規程に基づく審査の結果、記載されている事業の一部又
は全部が、この規程の第３３条の規定により公示された補助方針
に適合し、かつ、本財団が必要と認めるときは、当該事業の一部
又は全部に関する要望書が第１項の規定に従い提出されたものと
みなすことができる。

（事業計画及び収支予算の作成）
第７条　本財団は、前条の審査の結果に基づき、競輪公益資金によ
る体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の補助に関する
事業計画及び収支予算を作成し、法第２７条第１項の規定に基づ
き、遅滞なく、経済産業大臣に認可を申請するものとする。
２　同　　　左

（補助金の目的外使用禁止及び経理区分）
第１４条　同　　　左

２ 補助事業者は、補助事業に関する経理については、他の経理と
区分し、所要の帳簿類を備え、経済産業大臣の認可を受けて別に
定める競輪公益資金による体育事業その他の公益の増進を目的と
する事業に関する補助細則（以下「補助細則」という。）により
処理しなければならない。

（補助事業の計画の変更等）
第１６条　同　　　左

２ 本財団は、前項の承認を行ったときは、その旨を経済産業大臣
に報告するものとする。

現　　行 改　正　案

体育事業その他の公益の増進を目的とする事業に関する補助細則

（総則）
第１条　財団法人日本自転車振興会（以下「本財団」という。）は、
自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号）第２４条第６号の規
定に基づき体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の振興

競輪公益資金による体育事業その他の公益の増進を目的とする事業
に関する補助細則

（総則）
第１条　財団法人ＪＫＡ（以下「本財団」という。）は、自転車競
技法（昭和２３年法律第２０９号）第２４条第６号の規定に基づ
き体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の振興のための

現　　行 改　正　案

のための事業の補助を行うに当たっては、体育事業その他の公益
の増進を目的とする事業の補助を行うための業務方法に関する規
程（平成１９年１０月１日平成１９・１０・０１製第６号認可。
以下「公益規程」という。）によるほか、この細則によるものと
する。

（審査）
第２条　公益規程第６条及び第１０条の審査は、毎年度定める補助
方針及び審査基準によるものとする。
２　前項の補助方針は、あらかじめ公益事業振興補助事業審査・評
価委員会の意見を聴いた上で定めるものとする。

（補助事業者が備える帳簿類）
第３条　補助事業者は、公益規程第１４条第２項の規定に基づき、
次に掲げる帳簿類を備えなければならない。
(1) 現金出納帳
(2) 銀行預金出納帳
(3) 総勘定元帳
(4) 補助簿（内訳明細書）
(5) 取得物件内訳明細書
２ 補助事業者は、前項の帳簿類を備えることが困難な場合は、あ
らかじめ本財団の承認を得て、補助事業者の会計規程によって行
うことができるものとする。

（経費の区分）
第４条　補助事業者は、公益規程第１４条第２項の規定に基づき、
補助事業を実施するために必要な経費を次の費目に区分して処理
しなければならない。
(1) 事業費
(2) 物件費

（法人格を有しない補助事業者の措置）
第６条　法人格を有しない補助事業者は、公益規程第１１条第２項
の誓約書に、３名以上の役員又は役員の属する法人をその連帯保
証人とする、様式第１の保証書を添付しなければならない。
２ 法人格を有しない補助事業者が代表者を変更した場合は、遅滞
なくその代表者の印鑑証明書及び連帯保証人の同意書を付して、
本財団に届け出なければならない。
３ 法人格を有しない補助事業者が連帯保証人を変更した場合は、
遅滞なくその連帯保証人の保証書を付して、その旨を本財団に届
け出なければならない。

（取得物件の区分）
第７条　補助事業者が公益規程第１９条の規定に基づき本財団に提
出する補助事業の完了報告書のうち補助事業取得物件報告書の物
件の区分は、次の各号によるものとする。
(1) 土地、建物及び附属設備
(2) 構築物
(3) 機械及び装置
(4) 車両その他陸上運搬具
(5) 工具、器具及び備品
(6) 試作品及び供試品
(7) その他
２ 前項の補助事業取得物件報告書により報告を要する取得物件
は、取得価格の単価が５万円以上のものとする。ただし、取得物
件の単価が５万円未満の場合であっても、本財団が必要と認めた
ときは、この限りでない。

（補助事業取得物件の管理に関する誓約書）
第８条　補助事業者は、本財団から公益規程第２０条第１項の補助
事業により取得した物件の取扱いに関する通知を受けたときは、
当該通知を受けた日から１月以内に、補助事業取得物件の管理に
関し、様式第２の誓約書を本財団に提出しなければならない。

（計画変更の承認に当たり大臣承認を必要としない事項）
第９条　本財団が公益規程第１６条第２項の規定に基づき変更の申

事業の補助を行うに当たっては、競輪公益資金による体育事業そ
の他の公益の増進を目的とする事業の補助を行うための業務方法
に関する規程（平成１９年１０月１日平成１９・１０・０１製第
６号認可。以下「競輪公益規程」という。）によるほか、この細
則によるものとする。

（審査）
第２条　競輪公益規程第６条及び第１０条の審査は、毎年度定める
補助方針及び審査基準によるものとする。
２　同　　　左

（補助事業者が備える帳簿類）
第３条　補助事業者は、競輪公益規程第１４条第２項の規定に基づ
き、次に掲げる帳簿類を備えなければならない。
(1) 同　　　左
(2) 同　　　左
(3) 同　　　左
(4) 同　　　左
(5) 同　　　左
２　同　　　左

（経費の区分）
第４条　補助事業者は、競輪公益規程第１４条第２項の規定に基づ
き、補助事業を実施するために必要な経費を次の費目に区分して
処理しなければならない。
(1) 同　　　左
(2) 同　　　左

（法人格を有しない補助事業者の措置）
第６条　法人格を有しない補助事業者は、競輪公益規程第１１条第
２項の誓約書に、３名以上の役員又は役員の属する法人をその連
帯保証人とする、様式第１の保証書を添付しなければならない。
２　同　　　左

３　同　　　左

（取得物件の区分）
第７条　補助事業者が競輪公益規程第１９条の規定に基づき本財団
に提出する補助事業の完了報告書のうち補助事業取得物件報告書
の物件の区分は、次の各号によるものとする。
(1) 同　　　左
(2) 同　　　左
(3) 同　　　左
(4) 同　　　左
(5) 同　　　左
(6) 同　　　左
(7) 同　　　左
２　同　　　左

（補助事業取得物件の管理に関する誓約書）
第８条　補助事業者は、本財団から競輪公益規程第２０条第１項の
補助事業により取得した物件の取扱いに関する通知を受けたとき
は、当該通知を受けた日から１月以内に、補助事業取得物件の管
理に関し、様式第２の誓約書を本財団に提出しなければならない。

（削る）

■平成20・03・28製第49号

平成20年3月31日

財団法人日本自転車振興会　会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　甘利　明

体育事業その他の公益の増進を目的とする事業に関する補助細則の変更の認可について

平成20年3月28日付け19日振総第135号をもって申請があった上記の件については、自転車競技法第26条第2項の規定に

基づき、認可します。

『体育事業その他の公益の増進を目的とする事業に関する補助細則』一部改正新旧対照表（案）
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現　　行 改　正　案

請を認めるに当たり、経済産業大臣の承認を必要としないものは、
次の各号に掲げる事項とする。
(1) 変更の内容が事業の完了時期の延長であって、その延長期間
が当初の完了時期から起算して６月以内のものであるもの

(2) 変更の内容が補助目的及び事業計画を実質的に変えないもの
であるもの

（名称等の変更の届出）
第１０条　補助事業者が名称、法人格及び主たる事務所の住所を変
更した場合は、遅滞なく本財団に届け出なければならない。

（名称等の変更の届出）
第９条　補助事業者が名称、法人格及び主たる事務所の住所を変更
した場合は、遅滞なく本財団に届け出なければならない。

役員選任の認可

■平成20・04・01製第３号

■平成20年４月１日

財団法人　JKA 会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　　甘利　明

財団法人JKA役員の選任の認可について

平成２０年４月１日付け２０ＪＫＡ総務第１号をもって

申請のありました上記の件については、自転車競技法第３

４条第１項の規定に基づき認可します。

■20日JKA総務第１号

■平成20年４月１日

経済産業大臣　甘　利　　　明　殿

財団法人　JKA 会長　下重　暁子

役員の選任の認可申請について

標記について、下記の者を役員に選任いたしたく、自転

車競技法第３４条第１項の規定に基づき、必要書類添付の

うえ、認可申請いたします。

記

１．選任された者の氏名

理事　　石　川　　義　憲

理事　　木　村　　耕太郎

理事　　渡　辺　　恵　次

監事　　中　村　　一　巖

２．添付書類　　　

（１）選任に係る会議の議事録〈省略〉

（２）選任された者の氏名、住所及び略歴を記載し

た書類〈住所省略〉

（３）就任の承諾を証する書類〈省略〉

■平成20・04・01製第４号

■平成20年４月１日

財団法人　JKA 会長　下重　暁子　殿

経済産業大臣　　甘利　明

財団法人JKA役員の選任の認可について

平成２０年４月１日付け２０ＪＫＡ総務第２号をもって

申請のありました上記の件については、小型自動車競走法

第３８条第１項の規定に基づき認可します。

■20JKA総務第２号

■平成20年４月１日

経済産業大臣　甘　利　　　明　殿

財団法人　JKA 会長　下重　暁子

役員の選任の認可申請について

標記について、下記の者を役員に選任いたしたく、小型

自動車競走法第３８条第１項の規定に基づき、必要書類添

付のうえ、認可申請いたします。

記

１．選任された者の氏名

理事　　下　重　　暁　子（会長）

理事　　石　黒　　正　大（副会長）

理事　　石　川　　義　憲

理事　　奥　村　　康　志

理事　　木　村　　耕太郎

理事　　久能木　　慶　治

理事　　倉　升　　善　徳

理事　　平　柳　　　　豊

理事　　渡　辺　　恵　次

監事　　磯　部　　正　昭

監事　　中　村　　一　巖

２．添付書類　　　

（１）選任に係る会議の議事録〈省略〉

（２）選任された者の氏名、住所及び略歴を記載し

た書類〈住所省略〉

（３）就任の承諾を証する書類〈省略〉

略　　　歴

下
しも

重
じゅう

暁
あき

子
こ

昭和11年５月29日生

昭和34年 ３月 早稲田大学教育学部卒業

昭和34年 ４月 日本放送協会　アナウンス部　入局

昭和43年 ３月 日本放送協会　退社

以後、エッセイ、評論、ノンフィクション等文筆活動

平成17年 ６月 日本自転車振興会　会長

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会　会長

平成20年 ４月 財団法人ＪＫＡ　会長

現在に至る

略　　　歴

石
いし

黒
ぐろ

正
まさ

大
ひろ

昭和17年５月８日生

昭和41年 ３月 東京大学法学部　卒業

昭和41年 ４月 通商産業省入省

（中小企業庁長官官房総務課）

昭和42年 ８月 中小企業庁計画部計画課

昭和44年 ４月 重工業局重工業課

昭和46年 ６月 科学技術庁原子力局政策課

昭和48年 ７月 資源エネルギー庁石油部精製流通課長

補佐（総括班長）

昭和50年 １月 貿易局総務課長補佐（振興事業班長）

昭和51年 ９月 資源エネルギー庁公益事業部計画課長

補佐（総括班長）

昭和53年 ６月 機械情報産業局総務課長補佐（総括班長）

昭和54年 ７月 資源エネルギー庁長官官房総務課長補佐

（総括班長）

昭和55年 ６月 大臣官房秘書課付

昭和55年 ７月 日本貿易振興会ブラッセル事務所長

昭和58年 ８月 大臣官房付

昭和58年 ９月 工業技術院総務部人事課長

昭和59年 ７月 産業政策局大規模小売店舗調整官

昭和60年 10月 貿易局輸入課長

昭和61年 10月 生活産業局原料紡績課長

平成元年 ６月 基礎産業局総務課長

平成２年 ６月 資源エネルギー庁長官官房総務課長

平成３年 ６月 中小企業庁小規模企業部長

平成４年 ６月 大臣官房審議官（産業政策局担当）

平成５年 ６月 国土庁長官官房審議官（長官官房担当）

平成６年 ７月 大臣官房付

平成６年 ８月 衆議院事務局商工委員会調査室長

平成８年 ７月 中小企業庁長官

平成９年 ７月 退官

日本開発銀行理事

平成11年 10月 日本政策投資銀行理事

平成12年 ３月 同　　　　上　　　退職

平成12年 ４月 東京ガス株式会社顧問

平成12年 ６月 同　　　　上　常務取締役

平成14年 ６月 同　　　　上　取締役兼常務執行役員

平成16年 ６月 同　　　　上　副社長執行役員

平成19年 ４月 同　　　　上　顧問

平成19年 ６月 同　　　　上　　　退職

平成19年 ７月 日本自転車振興会副会長

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会

副会長兼専務理事

平成20年 ４月 財団法人ＪＫＡ　副会長兼専務理事

現在に至る

略　　　歴

石
いし

川
かわ

義
よし

憲
のり

昭和30年２月10日生

昭和52年 ３月 東京大学法学部　卒業

昭和52年 ４月 自治省税務局市町村税課兼大臣官房総

務課

７月 茨城県地方課

昭和53年 ６月 同　　財政課

昭和54年 ５月 国土庁地方振興局特別地域振興課

昭和55年 ７月 自治省税務局企画課

昭和56年 10月 北九州市資金課長

昭和58年 ９月 通商産業省基礎産業局総務課企業班長

昭和59年 ７月 同　　基礎産業局総務課長補佐

昭和60年 ７月 自治省大臣官房総務課課長補佐

７月 同　　行政局公務員部福利課課長補佐



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （27）広 報 K E I R I N（26） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

昭和62年 ４月 山口県商政課長

平成元年 ４月 同　　財政課長

平成３年 ４月 自治省税務局企画課課長補佐

平成４年 １月 同　　税務局企画課理事官

４月 日本貿易振興機構（JETRO）デュッセ

ルドルフ事務所

平成７年 ７月 鳥取県総務部長

平成11年 ７月 自治省大臣官房付

７月 国土庁土地局土地情報課長

平成12年 ７月 自治省税務局市町村税課長

平成13年 １月 総務省自治税務局市町村税課長

４月 自治体国際化協会審議役

10月 同　　ソウル事務所長

平成16年 １月 同　　審議役

４月 総務省自治行政局自治政策課長

平成17年 ４月 同　　自治大学校副校長

平成18年 10月 地方職員共済組合理事（現役出向）

平成20年 ３月 退官

平成20年 ４月 財団法JKA 総務グループ及び競輪公

正室担当理事

現在に至る

略　　　歴

奥
おく

村
むら

康
やす

志
し

昭和26年６月15日生

昭和49年 ３月 大東文化大学経済学部卒業

昭和49年 ４月 日本自転車振興会　入会

昭和49年 ４月 日本競輪学校　教務課

昭和52年 ４月 渉外部　広報課

昭和57年 ４月 業務第１部　業務課

昭和58年 ４月 業務部　業務課【組織改正による部署

名改称】

昭和60年 ４月 業務部　業務課施設係長（係長昇進）

昭和62年 ４月 業務部　業務課業務係長

平成元年 ４月 総合企画室　調査役

平成３年 ４月 総務部　人事課係長

平成５年 10月 選手指導部　公正課課長兼第１係長事

務取扱（課長昇進）

平成６年 ４月 選手指導部　公正課課長兼第２係長事

務取扱

平成８年 ４月 総務部　人事課課長

平成11年 ４月 総務部付　（財）車両情報センター

出向

平成13年 ４月 業務部次長（次長昇進)

平成14年 ７月 退職（自己都合）

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会　業務部及

び選手指導部担当理事

平成20年 ４月 財団法人JKA 競輪事業グループ　担

当理事

現在に至る

略　　　歴

木
き

村
むら

耕
こう

太
た

郎
ろう

昭和26年２月17日生

昭和49年 ３月 東京大学法学部　卒業

昭和49年 ４月 通商産業省入省（大臣官房総務課）

昭和55年 ６月 通商政策局経済協力部技術協力課長補

佐（総括班長）

昭和56年 ９月 生活産業局通商課長補佐（総括班長）

昭和58年 ５月 科学技術庁計画局計画課長補佐

昭和59年 11月 資源エネルギー庁石炭部計画課長補佐

（総括班長）

昭和61年 ９月 熊本県商工労働部次長

平成元年 ６月 工業技術院総務部次世代産業技術企画官

平成２年 ６月 経済協力開発機構国際エネルギー機関

長期協力局省エネルギー部長

平成５年 ６月 国土庁長官官房参事官（長官官房担当）

平成７年 ６月 資源エネルギー庁長官官房国際資源課長

平成８年 ６月 中小企業事業団総務部長

平成10年 ６月 大臣官房審議官（地域環境問題担当）

平成13年 １月 経済産業研究所次長

平成13年 ７月 退官

平成13年 ７月 財団法人地球産業文化研究所専務理事

平成19年 ４月 財団法人日本エネルギー経済研究所理事

平成20年 ３月 同　　退任

平成20年 ４月 財団法人JKA オートレース事業所担

当理事

現在に至る

略　　　歴

久
く

能
の

木
ぎ

慶
よし

治
はる

昭和30年５月24日生

昭和54年 ３月 東京大学法学部　卒業

昭和54年 ４月 通商産業省入省（特許庁総務部総務課）

昭和56年 ４月 立地公害局鉱山課

昭和57年 ６月 立地公害局総務課

昭和58年 ９月 産業政策局国際企業課総括班長

昭和61年 ５月 工業技術院総務部技術振興課長補佐

（総括班長）

昭和63年 ５月 自治省大臣官房地域政策課長補佐

平成２年 ７月 中小企業庁長官官房総務課長補佐（企

画調整班長）

平成３年 ６月 産業政策局知的財産政策企画官

平成５年 ６月 石油公団総務部総務課長

平成７年 １月 総務庁行政改革委員会事務局上席調査員

平成８年 ５月 外務省在ニューヨーク総領事館領事

平成11年 ７月 生活産業局窯業室長

平成13年 １月 中部経済産業局総務企画部長

平成15年 ７月 大臣官房付

平成15年 ８月 原子力安全・保安院保安課長

平成16年 ９月 原子力安全基盤機構総務部長

平成19年 ７月 大臣官房付・退官

平成19年 ７月 日本自転車振興会

総務部及び機械工業振興部担当理事

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会

総務部及び機械工業振興部担当理事

平成20年 ４月 財団法人JKA 機械工業振興グループ

及び公益事業振興グループ担当理事

現在に至る

略　　　歴

倉
くら

升
ます

善
よし

徳
のり

昭和23年６月２日生

昭和49年 ３月 中央大学文学部　卒業

昭和49年 ４月 日本自転車振興会　入会

渉外部広報課

昭和52年 ４月 業務第２部登録訓練課

昭和54年 ４月 日本競輪学校教務課

昭和57年 ４月 審査部審査第１課

昭和58年 ４月 選手指導部公正課【組織改正に伴う改称】

昭和60年 ４月 広報部情報管理室　運用係長（係長昇進）

昭和61年 10月 総合企画室（情報管理室） 調査役

【組織改正に伴う改称】

昭和63年 ４月 総合企画室　調査役

平成２年 10月 広報部宣伝企画課　宣伝係長

平成４年 ４月 広報部宣伝事業課　係長【組織改正に

伴う改称】

平成６年 ４月 総務部付　財団法人自転車産業振興協

会（デュッセルドルフ事務所）出向

（課長昇進）

平成10年 ４月 選手指導部登録課　課長

平成13年 ４月 総務部付　財団法人車両情報センター

出向

平成14年 10月 同　　上（次長昇進）

平成17年 ３月 日本自転車振興会　退職

平成17年 ４月 財団法人車両情報センター　システム

運用部　運用部長

平成19年 ４月 日本自転車振興会　広報部担当理事

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会　広報部及

び日本競輪学校担当理事

平成20年 ４月 財団法人JKA 競輪広報グループ及び

日本競輪学校担当理事

現在に至る

略　　　歴

平
ひら

柳
やなぎ

豊
ゆたか

昭和25年12月８日生

昭和50年 ３月 法政大学経済学部　卒業

昭和50年 ４月 日本自転車振興会　入会

昭和50年 ４月 業務第２部　登録訓練課

昭和52年 ４月 業務第２部　あっせん課

昭和55年 ４月 公益事業部　公益第２課

昭和57年 ４月 審査部　審査第１課

昭和58年 ４月 選手指導部　公正課【組織改正に伴う

部署名改称】

昭和59年 ４月 日本競輪学校　教務課

昭和62年 ４月 総務部　人事課労務係長（係長昇進）

昭和63年 ４月 総務部　人事課係長【組織改正に伴う

役職名改称】

平成３年 ４月 総務部付

平成４年 ４月　 総務部付　（財）自転車産業振興協会

出向



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （29）広 報 K E I R I N（28） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

平成６年 ４月 企画部　企画課調査役

平成９年 ４月 総務部付　（株）車両スポーツ映像派

遣（課長昇進）

平成12年 ４月 総務部　総務課課長兼総務係長事務取扱

平成12年 10月 総務部　総務課課長兼庶務係長事務取扱

平成13年 ４月 総務部　総務課課長

平成14年 ４月 総務部次長（次長昇進）

平成18年 ４月 機械工業振興部部長（部長昇進）

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会　理事

平成20年 ４月 財団法人JKA 総合企画室担当理事

現在に至る

略　　　歴

渡
わた

辺
なべ

恵
けい

次
じ

昭和24年４月26日生

昭和47年 ３月 青山学院大学経営学部　卒業

昭和47年 ４月 ブリヂストンタイヤ株式会社

（現　株式会社ブリヂストン） 入社

昭和63年 １月 同　直需販売第１課長

平成２年 ８月 同　ブリヂストン台湾　駐在

平成８年 11月 同　直需販売第２部長

平成11年 ３月 同　直需販売第１部長

平成13年 ９月 同　直需業務本部長

平成17年 １月 ブリヂストンサイクル株式会社派遣

常勤顧問

平成17年 ３月 ブリヂストンサイクル株式会社　専務理事

平成18年 ３月 ブリヂストンサイクル株式会社　代表

取締役社長

平成20年 ４月 財団法人ＪＫＡ　理事（非常勤）

現在に至る

略　　　歴

磯
いそ

部
べ

正
まさ

昭
あき

昭和16年５月19日生

昭和41年 ３月 東京大学文学部　卒業

昭和41年 ９月 磯部公認会計士共同事務所入所

昭和43年 ２月 監査法人磯部公認会計士共同事務所設立

昭和45年 ８月 昭和監査法人（現　新日本監査法人）

と合併

昭和55年 ５月 同上　社員就任

昭和60年 10月 監査法人太田哲三事務所と合併し、

「太田昭和監査法人」（現　新日本監査

法人）となる。

昭和63年 ５月 同上　代表社員就任

平成４年 ６月 同上　常任理事就任

平成12年 ４月 センチュリー監査法人と合併し、「監

査法人太田昭和センチュリー」（現

新日本監査法人）となる。

平成12年 ５月 同上　副理事長就任

平成13年 ７月 名称変更により、「新日本監査法人」

となる。

平成14年 ５月 同上　常任理事就任

平成16年 ５月 役職定年により常任理事退任

平成18年 ６月 定年規定により退職

平成18年 ８月 日本自転車振興会　監事（非常勤）

平成19年 10月 財団法人日本自転車振興会　監事(非常勤)

平成20年 ４月 財団法人JKA 監事（非常勤）

現在に至る

略　　　歴

中
なか

村
むら

一
かず

巖
とし

昭和22年８月17日生

昭和45年 ３月 国学院大学法学部　卒業

昭和45年 ４月 埼玉県企業局総務課主事

平成７年 ４月 同　　教育局管理部財務課長

平成12年 ４月 同　　報道長

平成14年 ４月 同　　総合政策部地域政策局長

平成15年 ４月 同　　総合政策部部長

平成17年 ３月 同　　退職

平成17年 ４月 社団法人全国競輪施行者協議会理事長

平成20年 ４月 財団法人JKA 監事（非常勤）

現在に至る

選　手

県内移動（11名） 適用日　平成20年4月23日

登録番号 氏　　名 登録番号 氏　　名

11877 柳原　　修 12172 後閑　信一

13192 平田　　徹 13262 杉本　達哉

13509 明星　晴道 13692 佐野多喜男

13719 吉田　敏洋 13726 川村　晃司

13854 川田　　忍 13967 岡本　大嗣

14243 齊藤　健人

同
（20JKA事運第1号の5 平成20年5月2日）

県内移動（5名） 適用日　平成20年4月30日

登録番号 氏　　名 登録番号 氏　　名

10478 藤岡　一也 11825 谷川　直宏

12782 米丸　俊成 12852 浪口　一之

13768 旭　　啓介

同
（20JKA事運第1号の7 平成20年5月16日）

県内移動（12名） 適用日　平成20年5月14日

登録番号 氏　　名 登録番号 氏　　名

12233 久米　康隆 12465 恩地　智明

13631 勝瀬　卓也 13793 中島　寛之

13912 金成　和幸 13965 岡田　雅也

13966 大崎飛雄馬 14299 南原　照也

14336 八尋　翔平 14362 岩崎　大和

14372 内田　玄希 14378 加賀山　淳

登録消除
（20JKA事運第1号の4 平成20年4月25日）

（2名） 登録消除日　平成20年4月18日

東京 9858 17803 A3 小松　　進

北海道 12333 16944 A1 鈴木　博達

府　県 登録番号 先頭誘導選手認定番号 級班 氏　　名

（注）適用条項は登録規則第20条1号

同
（20JKA事運第1号の5 平成20年5月2日）

（2名） 登録消除日　平成20年4月25日

千葉 11602 A3 小杉　和人

兵庫 11636 A3 菅原　克己

府　県 登録番号 先頭誘導選手認定番号 級班 氏　　名

（注）適用条項は登録規則第20条1号

同
（20JKA事運第1号の6 平成20年5月9日）

（1名） 登録消除日　平成20年5月2日

埼玉 12274 18202 A2 山口　博人

府　県 登録番号 先頭誘導選手認定番号 級班 氏　　名

（注）適用条項は登録規則第20条1号

同
（20JKA事運第1号の7 平成20年5月16日）

（1名） 登録消除日　平成20年5月8日

千葉 11361 15140 A3 早川　清士

府　県 登録番号 先頭誘導選手認定番号 級班 氏　　名

（注）適用条項は登録規則第20条1号

登録事項の変更
（20JKA事運第1号の４　平成20年4月25日）

登録番号 氏　　名

12633 櫻庭　光彦

県外移動（1名） 適用日　平成20年4月23日

特別昇班
（20JKA事運第1号の4 平成20年4月25日）

（1名）

14272 松田　直也（大分） 92期　23才

新級班

A2 H20.4.19
20年前期
〜

21年前期

3/29～3/31
福井
1.1.①

4/9～4/11
武雄
1.1.①

4/16～4/18
一宮
1.1.①

昇班適用日 適用期 達成までの優勝記録



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （31）広 報 K E I R I N（30） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

北日本 宮城 14128 嶋貫　高大

〃 14129 菅田　壱道

〃 14130 竹山　陵太

〃 14131 平間　一洋

〃 14132 三澤　康人

秋田 13992 植村　翔太

〃 13993 佐藤　朋也

〃 13994 杉山　悠也

〃 13995 須藤　　卓

〃 13996 丸山　貴秀

〃 14133 �橋　紀史

福島 08764 渡邊　正範

〃 13997 桐生　卓也

〃 13998 桂馬　将人

〃 13999 小林　孝文

〃 14001 芳賀　真人

〃 14002 渡部　幸訓

〃 14134 小野　大介

〃 14135 金澤　幸司

〃 14136 金澤　竜二

〃 14137 房州　輝也

関東 茨城 14003 須賀　和彦

〃 14004 松永　　将

〃 14138 山下　　渡

栃木 08773 深井　美照

〃 14139 小田倉勇二

〃 14140 神山　拓弥

〃 14141 中川　貴徳

〃 14142 矢野　昌彦

群馬 14006 青木　亮太

〃 14007 今泉　　薫

〃 14008 甲斐　康昭

〃 14143 天田　裕輝

〃 14144 石川　雅望

〃 14145 篠原　　忍

〃 14146 橋爪　　亮

埼玉 14009 大澤　雄大

〃 14010 長谷川辰徳

〃 14011 細沼　健治

〃 14147 柿沼　信也

〃 14148 岸澤　賢太

〃 14149 齋藤　和伸

〃 14150 関根　大悟

関東 埼玉 14151 宿口　潤平

〃 14152 宿口　陽一

山梨 14153 伊藤　太一

長野 14154 長岡　　豪

新潟 14012 関　　智晴

〃 14013 中山　　健

〃 14155 佐藤　政利

〃 14156 西巻　裕也

〃 14157 原田　泰志

〃 14158 本間　慎吾

南関東 千葉 14005 山本　健也

〃 14014 須藤　雄太

〃 14015 米倉　剛志

〃 14159 中川　慶一

〃 14160 服部　正博

〃 14161 藤田　大輔

神奈川 14016 石塚　孝幸

〃 14017 大塚　　玲

〃 14018 内藤　秀久

〃 14019 長� 達也

〃 14020 松坂　洋平

〃 14021 森川　　剛

〃 14022 山田慎一郎

静岡 08797 青木　公彦

〃 14023 河村　文人

〃 14024 櫻井　　丈

〃 14162 澁谷　征広

〃 14163 内田　英介

〃 14164 田中　孝彦

〃 14165 藤巻　和大

中部 愛知 14025 鈴木　宏幸

〃 14026 高橋　成英

〃 14166 倉野隆太郎

〃 14167 佐野　雄希

〃 14168 �橋　和也

〃 14169 富安　保充

〃 14170 林　　巨人

〃 14171 深見　仁哉

岐阜 08803 中矢　政信

〃 08805 國枝　一成

〃 14027 臼井　昌巨

〃 14028 山口　泰生

〃 14172 山田　隼司

中部 三重 14029 上田　国広

〃 14173 伊藤　篤紀

〃 14174 柴� 淳

〃 14175 柴�　俊光

富山 14176 笹倉　慎也

石川 14177 小堺　浩二

近畿 福井 14178 伊原　克彦

京都 14030 藤木　　裕

奈良 14179 肥後　公允

大阪 14180 坂本　匡洋

兵庫 14031 筒井　裕哉

〃 14032 藤田　　真

〃 14033 藤縄　洋介

中国 岡山 14034 鳥丸　晃順

〃 14181 藤原　悠斗

広島 10479 溝田　正年

〃 14182 大川　龍二

〃 14183 隅田　幸助

〃 14184 池田　　良

山口 14185 隅　　貴史

四国 香川 14186 網谷　竜次

〃 14187 大西　　祐

〃 14188 原　　誠宏

〃 14189 藤澤　明弘

徳島 14035 伊藤　大彦

〃 14190 木村　隆弘

〃 14191 � 鋭人

高知 14036 篠原　龍馬

〃 14192 野本　翔太

愛媛 14037 橋本　勝弘

〃 14038 橋本　　強

〃 14193 玉手　　翔

九州 福岡 14039 白水　　洵

〃 14040 竹内　真一

〃 14041 田中　　誠

〃 14042 徳吉　正治

〃 14043 中園　和剛

〃 14044 八尋　英輔

〃 14045 吉本　卓仁

〃 14194 桑原　　亮

〃 14195 田中　孝法

佐賀 14046 秋山　貴宏

〃 14047 山田　英明

同
（20JKA事運第1号の6 平成20年5月9日）

（1名）

14338 豊岡　哲生（佐賀） 93期　21才

新級班

A2 H20.5.3
20年前期
〜

21年前期

4/10～4/12
大津
1.1.①

4/17～4/19
久留米
1.1.①

4/30～5/2
富山
1.1.①

昇班適用日 適用期 達成までの優勝記録

同
（20JKA事運第1号の7 平成20年5月16日）

（1名）

14235 鈴木　庸之（新潟） 92期　22才

新級班

A2 H20.5.13
20年前期
〜

21年前期

4/18～4/21
平
1.1.①

4/25～4/27
大宮
1.1.①

5/10～5/12
前橋
1.1.①

昇班適用日 適用期 達成までの優勝記録

（160名） 登録更新日　平成20年5月1日

登録更新
（20JKA事運第1号の6 平成20年5月9日）

地区 府県 登録番号 氏　名

北日本 北海道 13976 明田　春喜

〃 13977 川邉　勇太

〃 13978 菊地　圭尚

〃 13979 竹内　優也

〃 13980 森田　康嗣

〃 14123 中村敏之輔

青森 13981 阿部　秀樹

〃 13982 五日市　誠

〃 13983 大崎　智久

〃 13984 栗林　　巧

〃 13985 高橋　陽介

〃 14124 石田　宏樹

〃 14125 坂本　昌宏

〃 14126 �谷　敏史

〃 14127 永澤　　剛

岩手 13986 石田　岳彦

〃 13987 鷹木　官玄

宮城 08765 関根　好雄

〃 13988 阿部　英光

〃 13989 大泉　英則

〃 13990 荻原　尚人

〃 13991 永井　　亮



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （33）広 報 K E I R I N（32） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

先頭誘導選手の認定・認定更新・認定抹消
（20JKA事運第1号の6 平成20年5月9日）

認定（21名） 認定年月日　平成20年5月1日

府県 認定番号 登録番号 氏　　名

福島 18438 13831 前島　宏至

茨城 18439 09078 �本　昭司

〃 18440 09358 増子　政明

栃木 18441 12862 松岡　慶彦

東京 18442 12179 大木　和也

長野 18443 12507 爲田　　学

岐阜 18444 13425 加藤　慎平

三重 18445 11514 長島　成樹

福井 18446 13046 市田佳寿浩

滋賀 18447 13579 吉江　　恒

香川 18448 12304 児玉　広志

福岡 18449 10233 中垣　輝光

〃 18450 10691 國� 健

〃 18451 13369 吉村　浩二

熊本 18452 09822 伊木　憲治

〃 18453 10035 松本　秀浩

〃 18454 10584 宮路　善嗣

〃 18455 10956 宮� 一郎

〃 18456 11443 秋山　晋三

〃 18457 11555 渡� 繁

〃 18458 12552 曽我　明広

認定更新（96名） 更新年月日　平成20年5月1日

府県 認定番号 登録番号 氏　　名

北海道 10333 10154 島田　　徹

〃 13473 11957 今野　　剛

〃 13475 12334 林　　圭一

青森 10858 10590 齋藤　広樹

〃 12262 11559 永澤　幸一

〃 16517 13601 工藤　政志

〃 16518 13668 佐々木孝司

〃 16519 13671 白川　裕也

岩手 15355 10480 佐藤　公二

〃 15905 13383 安藤　優企

秋田 10340 09727 藤澤　　哲

〃 10342 09868 須藤　　修

〃 12263 11458 佐藤　　仁

群馬 15308 11868 岩� 正始

〃 15309 11869 大塚　光成

群馬 15312 11873 松浦　督朗

〃 15918 12072 大谷　雅彦

〃 15919 12073 吉田　雄二

〃 15920 12168 山口　進一

〃 15921 12171 川井　一憲

〃 15925 12175 山田　高志

〃 15926 12267 大河原久之

〃 15927 12347 清水　敏一

〃 15928 12415 井上　貴照

〃 15930 12417 須藤　直道

東京 17934 13022 物部　国治

愛知 15933 12891 朝日　　勇

〃 17318 13261 柴田　昌樹

〃 17319 13776 小塚　　潤

岐阜 15325 13043 玉　利文

〃 15935 13426 本村　隆文

〃 16526 13722 宝満　大作

福井 17321 12017 澤田　光浩

〃 17937 13201 北川　紋部

〃 15326 13275 渡辺　航平

滋賀 12270 11705 藤田　享市

〃 13487 12369 礒野　永悟

奈良 12271 11519 大井　啓世

〃 12894 12019 小笠原　悟

〃 12896 12021 永井　良樹

和歌山 13489 12372 谷　　昌則

〃 15331 13281 岡田　　篤

大阪 11543 10549 北村　尚勝

〃 17938 11401 柴田　鉄也

〃 17323 11922 下間　　覚

〃 16530 11924 宮� 琢也

〃 15329 12220 片山　慎二

〃 17939 12980 奥野　正人

〃 17324 13797 平川　公一

岡山 08948 09321 長谷　　忠

〃 16532 12125 星島　一成

〃 14555 12836 大田　啓介

広島 17325 10796 竹内　和秀

〃 16533 12129 阿部　亮治

〃 16534 12757 市本　隆司

〃 16535 13138 丸本　孝人

山口 15336 11842 白井圭一郎

〃 16536 12471 美濃　英導

児 

香川 10870 10686 真鍋　浩二

〃 10872 10799 田渕　　徹

〃 10873 10800 野口　　剛

〃 11554 11185 松川　　歩

徳島 15356 13294 木村　　勉

〃 15940 13504 坂野　耕治

〃 15942 13506 田村　浩章

高知 11558 10932 和田　昼善

〃 11559 11061 黒岩　雄幸

愛媛 12897 10934 忽那　利文

福岡 11562 08885 片山　　徹

〃 16538 10025 山本　　稔

〃 17940 10809 井上　龍雅

〃 11565 11196 長嵜　晴二

〃 14077 11357 平城　浩次

〃 16543 11541 杉山　義徳

〃 14565 11853 川野　将彦

〃 14566 12624 中野　龍治

〃 15341 12705 那須　久幸

〃 15342 12766 立石　拓也

〃 14570 12993 白銀　直喜

〃 15949 13511 坂本　成央

〃 15950 13512 長野　和弘

〃 15951 13513 南　　和夫

〃 16546 13596 渡� 大善

佐賀 12287 11745 江頭　徳義

〃 12291 11749 原　　敬次

〃 12292 11750 山下　政孝

長崎 11572 11323 森田　陽一

〃 14571 12147 川� 正博

〃 14079 12771 川本　正章

〃 14572 12997 後田　康成

〃 14573 12998 江口　晃正

大分 16547 12704 木田庄太郎

熊本 15954 10954 境　　博文

〃 17944 11756 毛利　秀幸

〃 17947 13001 友田　雄介

〃 14587 13002 本島　真輝

九州 佐賀 14196 小林　弘和

〃 14197 藤野　孝彦

長崎 14048 川島　　勝

熊本 08825 松岡　博司

〃 08827 服部　良一

〃 14049 廣田　樹里

〃 14198 礒野　高臣

〃 14199 松岡　孔明

鹿児島 14200 西村　尚文

身体検査延期者の検査結果に対する

出場あっせん保留の解除
「競輪に係る業務の方法に関する規程」第８３条第

５項の規定に基づき行った選手身体検査を受検した結

果、下記選手は、公正安全な競走を行うに支障がない

と認めましたので、同規程第８３条第6項による出場あ

っせん保留を解除しました。

（20JKA事運第27号の2 平成20年5月15日）

1. 都道府県名：静岡

2. 登 録 番 号：8563

3. 氏　　　名：梶山　祐司

4. 解除年月日：平成20年5月15日付

出場あっせん停止
「競輪に係る業務の方法に関する規程」に基づき、

下記のとおり決定しました。

（20JKA公正第4号　平成20年4月25日）

（2名）

府県級班

S2 大分 14117 小岩　大介
あっせん停止１ヶ月
平成20年5月1日～
平成20年5月31日

業務規程
第135条
第1項
第11号

S2 愛知 14166 倉野隆太郎
あっせん停止１ヶ月
平成20年5月1日～
平成20年5月31日

業務規程
第135条
第1項
第11号

番号 氏名 あっせん停止期間 適　条



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （35）広 報 K E I R I N（34） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

審判員
登録消除

「競輪審判員、選手および自転車登録規則」に基づ

き、下記のとおり登録を消除しました。

（20JKA競運第19号　平成20年5月1日）

（4名）

地区

北日本
競技部

本部

3973 ― 鈴木喜三郎 平成20年4月28日

登録規則
第13条
第1号

4718 B-805 土橋　信臣 平成20年4月28日

登録規則
第13条
第1号

3590 B-243 瀧本　　実 平成20年4月28日

登録規則
第13条
第1号

3591 B-244 稲葉　賢司 平成20年4月28日

登録規則
第13条
第1号

登録
番号

認定
番号 氏名 消除日 適用条項

認定取消
「競輪検車員認定に関する要領」に基づき、下記の

とおり認定を取消しました。

（20JKA競運第6号の2 平成20年4月24日）

（2名）

検車員

323 滝本　　実平成20年4月24日 競輪検車員認定に関する要領7（1）

324 稲葉　賢司平成20年4月24日 競輪検車員認定に関する要領7（1）

認定番号 氏名 認定取消日 適用

登録消除
「競輪審判員、選手および自転車登録規則」第26条5号

の規定に基づき、下記のとおり本財団登録自転車の登録

を消除しました。

（20JKA競運第16号　平成20年4月24日）

所有者登録
「競輪審判員、選手および自転車登録規則」第22条

及び「競輪に係る業務の方法に関する規程」第108条の

規定に基づき、下記のとおり自転車を所有者登録しま

した。

（20JKA競運第17号　平成20年4月24日）

1．登録製造業者の氏名・住所

サイクル・テクニカ・マエダ　代表　前田　智

岐阜県土岐市泉大沼町4-10

2．自転車の登録番号・商標

第202号　　マエダ

3．初年度登録日

昭和57年12月1日

4．自転車の種類

競走車安全基準に適合する自転車

5．登録消除理由

｢競輪審判員、選手および自転車登録規則｣第26条第5号

6．登録消除年月日

平成20年5月1日

自転車認定抹消（23名） 抹消年月日　平成20年5月1日

府県 認定番号 登録番号 氏　　名

栃木 10350 10271 内山　義雄

〃 17311 11576 福田　匡史

〃 12881 11973 上吉原勇一

〃 17314 13677 菊地　大輔

群馬 15317 11985 長谷川雄一

〃 15931 12418 田中　雄彦

東京 16523 10623 菅沼　清二

新潟 17935 12358 川上　秀明

〃 17936 12429 阿部　康雄

香川 15337 13293 福田　　博

福岡 16544 11741 澤亀　浩司

〃 12901 12050 �本　義紀

〃 17329 12625 村田　広和

〃 17941 12919 辻　　政一

〃 17942 13387 野田　源一

熊本 14576 10032 西　　浩吉

〃 15956 11202 田尻　光秀

〃 15958 11446 田尻　新吾

〃 17943 11449 西川　親幸

〃 17945 11757 森下　裕之

〃 17946 12777 野原　博昭

〃 17948 13228 西　　剛司

〃 17949 13300 野口　和裕

先頭誘導選手の認定取消
（20JKA事運第1号の4 平成20年4月25日）

（2名）＝あっせん停止

14117 小岩　大介 大分 18179 平成20年
5月1日

平成21年
5月1日

14166 倉野隆太郎 愛知 18178 平成20年
5月1日

平成21年
5月1日

登録
番号 府県選手名 認定

番号
再認定
可能日

認　定
取消日

登録事項の変更
「競輪審判員、選手および自転車登録規則」に基づ

き、登録事項の変更をしました。

（20JKA競運第5号の2 平成20年5月16日）

住所変更（1名）

競技会

4621 山田　健嗣本部

登録番号 氏　名



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （37）広 報 K E I R I N（36） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

あっせん
平成20年5月競輪出場あっせん状況

1. 開催状況（5月あっせん対象節数）
G III ３競輪場 ３節

（宇都宮、平塚、大垣）
F I 27競輪場 28節

（函館、青森、取手、大宮、西武
園、京王閣、立川、松戸、千葉、
川崎、小田原、一宮、名古屋、岐
阜、四日市、福井、和歌山、岸和
田、防府、高松、小松島、高知、
松山、小倉、武雄、別府、熊本）

F II 34競輪場 47節

内　施設改善競輪　１節

※2008年北京オリンピック日本代表選手応援協賛競輪…
京王閣（あっせん回数に含まず）

※全日本プロ選手権自転車競技大会記念競輪…
奈良（あっせん回数に含まず）

2. 選手あっせん依頼数（あっせん回数に算入しない部
分の依頼数を除く）
Ｓ　級 1,755人
A 級１・２班 4,356人
A 級３班 2,070人
合　計 8,181人

3. 級別選手１人あたり平均あっせん回数
Ｓ　級 2.10回
A 級１・２班 2.49回
A 級３班 2.35回

4. あっせん選手の交流について
実働選手に対するあっせん依頼数の比率は、S級につい

ては中部・四国地区が高く、A級については中部・近畿・
四国地区が高かった。
このため、あっせん回数の均等のほか、欠場時の対応
等も勘案のうえ、あっせん選手の交流を行った。

開催状況
G III 宇都宮、平塚、大垣 （3節）
F I 函館、青森、取手、大宮、西武園、立川、

松戸、千葉、川崎、小田原、一宮、名古
屋、岐阜、四日市、福井、和歌山、岸和
田、防府、高松、小松島、高知、松山、
小倉、武雄、別府、熊本

（27節）
F II 34競輪場 （46節）

※全日本プロ選手権自転車競技大会記念
競輪（奈良）及び
2008年北京オリンピック日本代表選手
応援協賛競輪（京王閣）を除く

合計　76節

平成20年5月開催出場あっせん概況表
平成20年4月15日

Ｓ級 A級 合　計

総 人 員 840 2,738 3,578

非 実 働 人 員 5 110 115

実 働 人 員 835 2,628 3,463

0回 5 110 115

1回 8 5 13

2回 734 1,448 2,182

3回 93 1,175 1,268

あっせん総数 1,755 6,426 8,181

一人当たり平均 2.10 2.45 2.36

区分 級班

回
数
別
人
員

あ
っ
せ
ん

平成20年5月開催競輪選手需給状況表
平成20年4月15日

S 級

依頼数 実働数
依頼数

実働数

北日本 162 81 2.00 414 183 2.26 180 99 1.82 594 282 2.11

関　東 315 158 1.99 720 367 1.96 360 224 1.61 1,080 591 1.83

南関東 315 147 2.14 657 267 2.46 315 123 2.56 972 390 2.49

中　部 315 111 2.84 720 167 4.31 360 67 5.37 1,080 234 4.62

近　畿 162 95 1.71 603 225 2.68 315 90 3.50 918 315 2.91

中　国 54 67 0.81 243 137 1.77 135 76 1.78 378 213 1.77

四　国 216 66 3.27 468 141 3.32 180 61 2.95 648 202 3.21

九　州 216 110 1.96 531 260 2.04 225 141 1.60 756 401 1.89

全国計 1,755 835 2.10 4,356 1,747 2.49 2,070 881 2.35 6,426 2,628 2.45

一人当たり平均
あっせん回数

2.10回 2.49回 2.35回 2.45回

A級１班・２班

依頼数 実働数
依頼数

実働数

A級３班

依頼数 実働数
依頼数

実働数

A級合計

依頼数 実働数
依頼数

実働数

備考　本表は、地区間の選手交流計画に資するため、各地区のあっせん需要数と実働選手数の対比を示したものである。
なお、あっせん回数に算入されない競輪は依頼数から除いた。



競輪第２号 平成20年5月25日（日） （39）広 報 K E I R I N（38） 平成20年5月25日（日） 広 報 K E I R I N 競輪第２号

車 券 売 上 状 況平成20年6月競輪出場あっせん計画
1. 開催状況（6月あっせん対象節数）
G I １競輪場 １節

（大津）
G III ４競輪場 ４節

（函館、小田原、富山、熊本）
F I 23競輪場 27節

（青森、前橋、取手、宇都宮、松
戸、川崎、平塚、伊東、静岡、一
宮、大垣、豊橋、松阪、四日市、
福井、向日町、岸和田、広島、玉
野、高知、小倉、別府、久留米）

F II 35競輪場 44節

内　施設改善競輪　１節

※2008年北京オリンピック日本代表選手応援協賛競輪…
平塚（あっせん回数に含まず）

2. 選手あっせん依頼数（あっせん回数に算入しない部
分の依頼数を除く）
Ｓ　級 1,908人
A 級１・２班 4,176人
A 級３班 1,980人
合　計 8,064人

3. 級別選手１人あたり平均あっせん回数
Ｓ　級 2.28回
A 級１・２班 2.40回
A 級３班 2.28回

4. あっせん選手の交流について
実働選手に対するあっせん依頼数の比率は、S級につ

いては北日本・南関東・中部・近畿地区が高く、A級
については中部・四国地区が高い。
このため、あっせん回数の均等のほか、欠場時の対

応等も勘案のうえ、あっせん選手の交流を行う。

登録・認定数等
平成20年5月1日

平成20年6月開催競輪選手需給計画表
平成20年4月15日

項　目

登録選手数

審 判 員 数

検 車 員 数

先頭誘導
選 手 数

2,641名

3,564名

820名

874名

現在数 摘　　　要

S 級 A級

841名 2,723名

SS 018 A１ 878

S１　271 A２ 885

S２　552 A３ 960

3,564名

備考　本表は、地区間の選手交流計画に資するため、各地区のあっせん需要数と実働選手数の対比を示したものである。
なお、あっせん回数に算入されない競輪は依頼数から除いた。

S 級

依頼数 実働数
依頼数

実働数

北日本 207 81 2.56 360 184 1.96 180 97 1.86 540 281 1.92

関　東 216 158 1.37 783 366 2.14 405 221 1.83 1,188 587 2.02

南関東 369 148 2.49 585 267 2.19 225 123 1.83 810 390 2.08

中　部 369 112 3.29 711 166 4.28 315 66 4.77 1,026 232 4.42

近　畿 270 95 2.84 540 223 2.42 270 88 3.07 810 311 2.60

中　国 162 67 2.42 351 137 2.56 135 74 1.82 486 211 2.30

四　国 54 66 0.82 369 141 2.62 225 61 3.69 594 202 2.94

九　州 261 109 2.39 477 257 1.86 225 140 1.61 702 397 1.77

全国計 1,908 836 2.28 4,176 1,741 2.40 1,980 870 2.28 6,156 2,611 2.36

一人当たり平均
あっせん回数

2.28回 2.40回 2.28回 2.36回

A級１班・２班

依頼数 実働数
依頼数

実働数

A級３班

依頼数 実働数
依頼数

実働数

A級合計

依頼数 実働数
依頼数

実働数


